
　平成26年4月1日から消費税率が5％から8％へ引き上げられたことに伴い、地方消費税

交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費へ充てる

ものとされています。

　平成29年度平川市一般会計決算における社会保障施策経費への充当状況は以下のとお

りです。

【歳入】 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 232,153 千円

【歳出】 【単位：千円】

社会福祉分野

社会保険分野

保健衛生分野

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当

5,734,108 2,854,022 30,076 232,153 2,617,857

その他 128,533 0 0 10,470 118,063

医療費助成事業 122,967 50,038 318 5,915 66,696

健康増進対策事業 74,156 0 0 6,041 68,115

52,749

医療提供体制確保事業 21,581 0 0 1,758 19,823

406,617 51,991 318 28,862 325,446

疾病予防対策事業 59,380 1,953 0 4,678

その他 86,931 0 0 7,081 79,850

介護保険事業 600,026 6,380 0 48,356 545,290

117,837

後期高齢者医療事業 524,106 80,122 0 36,166 407,818

1,514,666 261,818 0 102,053 1,150,795

国民健康保険事業 303,603 175,316 0 10,450

その他 58,918 4,595 0 4,425 49,898

生活保護事業 738,433 554,389 0 14,992 169,052

母子父子福祉事業 616,542 434,585 0 14,822 167,135

児童福祉事業 1,501,990 915,875 26,527 45,581 514,007

高齢者福祉事業 20,492 0 3,231 1,406 15,855

障害者福祉事業 876,450 630,769 0 20,012 225,669

（社会保障財源化分）

3,812,825 2,540,213 29,758 101,238 1,141,616

引上げ分の地方消費税交付金の活用について

事業名
対象経費

（決算額）

財源内訳

特定財源 一般財源

国県支出金
地方債
その他

地方消費税交付金
その他


